





































員の20%その 5 人に 1 人がもっとも多く，製造業，商業などでは約3社に1社を
超えている。







コア人材10%' 20%. 40% を「人材選抜型j 企業と規定し，コア人材60%,
80%，全社員を「人材平等型J 企業と規定しτみよう。本調査によれば， 3 分
の 2 を超える企業が「人材選抜型j であり，「人材平等型」は 3 分の l に達し
ない。また，コア人材が全社員の10%, 40% を加えると 3 社に 2 社を超える。

















































授業のおよそ 3 分の 2 ではケース・メソッドが採用される。残りおよそ 3 分















ついて比較検討して 一つの解決案に到達しなければならない。 1 日にとり上







く変化しつつある。知創白書（寺本・清家 2000 注 2 ）によれば，日本企業はグ
ローパルスタンダードに向かつて大きく変容しようとしている。
最近 3 年間における取引相手，提携企業等の他企業との経営戦略の変化につ










0% 20% 40% 60% 80% 100% 
図 2 日本企業の急激な変化





盟· SCM （サプライチェーンマネジメント）等の戦略を強化している J 4.7% 
であった。他企業との関係変化については，全体的に「全くそのとおり」と捉
えているのは少ない。
「全くそのとおり j と「ややあてはまる」の 2 つを合わせたもの，すなわち
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「あてはまるJ 群の大きさの順に並べ替えた。 1 位は「過去の実績にとらわれ
ず最適な金業を選択するj で75.4%, 2 位は「単純な規模拡大型の取引から，
共創型・相互進化型の関係へ転換している」の69.3%, 3 位は「アウトソーシ
ングを拡大しているj で60%である。 4 位以下は「中開業者を排除し，直接取
引を拡大するJ 59.4%，「ネットワーク上の取引を拡大しているJ 43.4% ，「製
販同盟・ SCM等の戦略を強化している」 41.5%，「戦略的なM&A ・事業売却
を推進する」 40.6%である。
一方，「全くあてはまらないJ では，「戦略的なM&A ・事業売却を推進するJ
が34.4% を示しており，「ややあてはまらない」の24.5% と合わせると 58.9% に


















































































いったMB Aが増加している。教室， study room，図書館にサーバーへのア
クセスポートがあり，レクチャーノートを取ったりプレゼンテーションスライ
ドを作成したり，生産性の向上へのチャレンジを日々続けている。教授もテク
ノロジーの採用に積極的で，試験や宿題の HYPERLINK “ http://www. 




















































第 2 の環境との調和は，上記の 5 つの代替的な手段を選択する際の評価基準
とすることによって，もっとも実践的かっ積極的な意味を持つ。























































































授 業 課 目 単 位 数






















授 業 課 目 単 位 数



















授 業 課 目 単 位 数




















授 業 課 日 単 位 数
























































On the Job Training 
OJTマップ 5 原則シート 一枚ベストレポート
Off the Job Training 
KT·法本田塾












































































業をランダムに2,000社を抜粋し，調査票を平成11年 1 月 11 日付けで郵送し，








など」にまとめると 22.9% となる。「その他のサービス業J はそのままである







図 1. 業種（ A)
図 2. 業種（B) 
「1000人未満J (26.6% ）が最も多く，「300人未満」（26.1% ），「500人未満」
(16.1 % ），「2000人未満J (15.6% ），「3000人以上」 (11.5% ），「3000人未満J (3. 
7% ）がそれに続いている（図 3 ）。
「300人未満」と「500人未満」を合わせ「500人未満J とすると 42.4% ，「20
00人未満」「3000人以上」「3000人未満j の3つを合わせて「1000人以上J とす





図 3. 従業員数規模（ A)
無回答 0.5 
図 4. 従業員数規模（B) 
連結決算の合計従業員数は，本体の何倍か
「1.5倍未満」が最も多く， 60.6% を占める。「 2 倍未満J は12.8% と低くな
り，「 3 倍未満」「 4 倍未満J は 1 割を切り，「 4 倍以上J は 1% に及ばない
（図 5 ）。
「 2 倍未満J 「 3 倍未満j 「 4 倍未満」「 4 倍以上」を「1.5倍以上J と一つに
まとめると 26.3% となる（図 6 ）。クロス集計においては 図 6 のデータを用
いる。
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46.8% に跳ね上がった。経済不況の影響が顕著に現れている（図 7 ) 0 
図 7. 97年， 98年度の業績
｜口増収増益図減収増益図増収減益圃減収減益・無回答｜
97年度
98年度 I 22.5 



















注 7 ）「春秋J f 日本経済新聞j 2000年 5 月 13 日（卦朝刊より
注 8 ）中国は 3 つの型の経営管理大学院があり米国MBA型，旧来型，折衷型
の 3 つとなる。また修士号は論文と試験で取得できる。
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